
 

障第９０１号 

令和元年１１月２０日 

 

指定就労移行支援事業所運営法人代表者 様 

 

岐阜県健康福祉部障害福祉課長 

 

就労移行支援事業の適正な実施について 

 

このことについて、厚生労働省から別添のとおり通知がありましたのでお知らせします。 

 就労移行支援の利用者の就職状況の把握、一般就労へ移行した際の就労移行支援の利用

及び就労移行支援サービス費の基本報酬の算定区分の届出については、令和２年２月１日

以降、下記のとおりとなりますのでご承知いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

（就労移行支援の利用者の就職状況の把握について）  

・市町村が支給決定を行った利用者が就職した場合、支給決定権者である市町村に適時に

報告すること。 

・重要事項説明書の退所理由に就職する場合を明記するなど、利用開始時に利用者への説

明を徹底すること。  

 

（一般就労へ移行した際の就労移行支援の利用について）  

・利用者が就労移行支援の利用を経て就労した後は、引き続き当該就労移行支援を利用し

就労移行支援サービス費を算定することはできないため留意すること（施設外支援の対

象となるトライアル雇用の期間を除く）。  

・ただし、市町村が必要と認め、新たに支給決定を行う場合は就職した後も新たに就労移

行支援を利用することが可能であるため、支給決定権者である市町村へ相談すること。  

 

（就労移行支援サービス費の基本報酬の算定区分の届出について）  

・就労移行支援の基本報酬の算定区分に関する届出書等の提出する際には、添付資料とし

て雇用契約書、労働条件通知書又は雇用契約証明書の写しなど、就職日や雇用の継続を

確認できる書類を提出すること。 
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